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地方自治法（抄）

（予算の執行に関する長の調査権等）

第二百二十一条 普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、委員会若しく

は委員又はこれらの管理に属する機関で権限を有するものに対して、収入及び支出の実績

若しくは見込みについて報告を徴し、予算の執行状況を実地について調査し、又はその結果

に基づいて必要な措置を講ずべきことを求めることができる。

２ 普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、工事の請負契約者、物品の

納入者、補助金、交付金、貸付金等の交付若しくは貸付けを受けた者（補助金、交付金、貸

付金等の終局の受領者を含む。）又は調査、試験、研究等の委託を受けた者に対して、その

状況を調査し、又は報告を徴することができる。

３ 前二項の規定は、普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの、普通地方

公共団体が借入金の元金若しくは利子の支払を保証し、又は損失補償を行う等その者のた

めに債務を負担している法人で政令で定めるもの及び普通地方公共団体が受益権を有する

信託で政令で定めるものの受託者にこれを準用する。

（財政状況の公表等）

第二百四十三条の三 普通地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、毎年二回以上

歳入歳出予算の執行状況並びに財産、地方債及び一時借入金の現在高その他財政に関する

事項を住民に公表しなければならない。

２  普通地方公共団体の長は、第二百二十一条第三項の法人について、毎事業年度、政令

で定めるその経営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなければならな

い。

３  普通地方公共団体の長は、第二百二十一条第三項の信託について、信託契約に定める

計算期ごとに、当該信託に係る事務の処理状況を説明する政令で定める書類を作成し、これ

を次の議会に提出しなければならない。
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地方自治法施行令（抄）

（普通地方公共団体の長の調査等の対象となる法人等の範囲）

第百五十二条  地方自治法第二百二十一条第三項に規定する普通地方公共団体が出資し

ている法人で政令で定めるものは、次に掲げる法人とする。

一  当該普通地方公共団体が設立した地方住宅供給公社、地方道路公社、土地開発公社及

び地方独立行政法人

二  当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの二分の一以上を

出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社

三  当該普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上二

分の一未満を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社のうち条例で定

めるもの

２  当該普通地方公共団体及び一又は二以上の前項第二号に掲げる法人（この項の規定に

より同号に掲げる法人とみなされる法人を含む。）が資本金、基本金その他これらに準ずる

ものの二分の一以上を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社は、同

号に掲げる法人とみなす。

３  当該普通地方公共団体及び一又は二以上の第一項第二号に掲げる法人（前項の規定に

より同号に掲げる法人とみなされる法人を含む。）が資本金、基本金その他これらに準ずる

ものの四分の一以上二分の一未満を出資している一般社団法人及び一般財団法人並びに株

式会社は、第一項第三号に規定する一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社とみな

す。

４  地方自治法第二百二十一条第三項に規定する普通地方公共団体がその者のために債

務を負担している法人で政令で定めるものは、次に掲げる法人とする。

一  当該普通地方公共団体がその者のためにその資本金、基本金その他これらに準ずるも

のの二分の一に相当する額以上の額の債務を負担している一般社団法人及び一般財団法人

並びに株式会社

二  当該普通地方公共団体がその者のためにその資本金、基本金その他これらに準ずるも

のの四分の一に相当する額以上二分の一に相当する額未満の額の債務を負担している一般

社団法人及び一般財団法人並びに株式会社のうち条例で定めるもの

５  地方自治法第二百二十一条第三項に規定する普通地方公共団体が受益権を有する信

託で政令で定めるものは、当該普通地方公共団体が受益権を有する不動産の信託とする。
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（法人の経営状況等を説明する書類）

第百七十三条  地方自治法第二百四十三条の三第二項 に規定する政令で定めるその経営

状況を説明する書類は、当該法人の毎事業年度の事業の計画及び決算に関する書類とする。

２  地方自治法第二百四十三条の三第三項 に規定する政令で定める書類は、信託契約で

定める計算期ごとの事業の計画及び実績に関する書類とする。

川崎市予算の執行に関する市長の調査等の対象となる法人を定める条例

（平成 25年３月 22日条例第４号）

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という。）
第 152 条第１項第３号及び第４項第２号の規定に基づき、予算の執行に関する市長の調査
等の対象となる法人を定めるものとする。

（市長の調査等の対象となる法人）

第２条 政令第 152 条第１項第３号の条例で定める法人は、市が資本金、基本金その他こ
れらに準ずるものの４分の１以上２分の１未満を出資している一般社団法人及び一般財団

法人並びに株式会社とする。

２ 政令第 152 条第４項第２号の条例で定める法人は、市がその者のためにその資本金、
基本金その他これらに準ずるものの４分の１に相当する額以上２分の１に相当する額未満

の額の債務を負担している一般社団法人及び一般財団法人並びに株式会社とする。
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公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律

（目的）

第一条  この法律は、地方公共団体が人的援助を行うことが必要と認められる公益的法

人等の業務に専ら従事させるために職員（地方公務員法 （昭和二十五年法律第二百六十一

号）第四条第一項 に規定する職員をいう。第七条を除き、以下同じ。）を派遣する制度等を

整備することにより、公益的法人等の業務の円滑な実施の確保等を通じて、地域の振興、住

民の生活の向上等に関する地方公共団体の諸施策の推進を図り、もって公共の福祉の増進

に資することを目的とする。

（職員の派遣）

第二条  任命権者（地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者及びその委任を受け

た者をいう。以下同じ。）は、次に掲げる団体のうち、その業務の全部又は一部が当該地方

公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するものであり、かつ、当該地方公共団体がその

施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要であるものとして条例で定めるもの（以

下この項及び第三項において「公益的法人等」という。）との間の取決めに基づき、当該公

益的法人等の業務にその役職員として専ら従事させるため、条例で定めるところにより、職

員（条例で定める職員を除く。）を派遣することができる。

一  一般社団法人又は一般財団法人

二  地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第五十五条 に規定する一般地方

独立行政法人

三  特別の法律により設立された法人（前号に掲げるもの及び営利を目的とするものを

除く。）で政令で定めるもの

四  地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百六十三条の三第一項 に規定する

連合組織で同項 の規定による届出をしたもの

２  任命権者は、前項の規定による職員の派遣（以下「職員派遣」という。）の実施に当

たっては、あらかじめ、当該職員に同項の取決めの内容を明示し、その同意を得なければな

らない。

３  第一項の取決めにおいては、当該職員派遣に係る職員の職員派遣を受ける公益的法

人等（以下「派遣先団体」という。）における報酬その他の勤務条件及び当該派遣先団体に

おいて従事すべき業務、当該職員の職員派遣の期間、当該職員の職務への復帰に関する事項

その他職員派遣に当たって合意しておくべきものとして条例で定める事項を定めるものと

する。
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４  前項の規定により第一項の取決めで定める職員派遣に係る職員の派遣先団体におい

て従事すべき業務は、当該派遣先団体の主たる業務が地方公共団体の事務又は事業と密接

な関連を有すると認められる業務である場合を除き、地方公共団体の事務又は事業と密接

な関連を有すると認められる業務を主たる内容とするものでなければならない。

（職員派遣の期間）

第三条  職員派遣の期間は、三年を超えることができない。

２  前項の期間は、任命権者が特に必要があると認めるときは、派遣先団体との合意によ

り、職員派遣をされた職員（以下「派遣職員」という。）の同意を得て、職員派遣をした日

から引き続き五年を超えない範囲内において、これを延長することができる。

（派遣先団体の業務への従事等）

第四条  派遣職員は、その職員派遣の期間中、第二条第一項の取決めに定められた内容に

従って、派遣先団体の業務に従事するものとする。

２  派遣職員は、その職員派遣の期間中、職員派遣された時就いていた職又は職員派遣の

期間中に異動した職を保有するが、職務に従事しない。

（派遣職員の職務への復帰）

第五条  任命権者は、派遣職員が派遣先団体の役職員の地位を失った場合その他の条例

で定める場合であって、その職員派遣を継続することができないか又は適当でないと認め

るときは、速やかに当該職員派遣に係る派遣職員を職務に復帰させなければならない。

２  派遣職員は、その職員派遣の期間が満了したときは、職務に復帰する。

（派遣職員の給与）

第六条  派遣職員には、その職員派遣の期間中、給与を支給しない。

２  派遣職員が派遣先団体において従事する業務が地方公共団体の委託を受けて行う業

務、地方公共団体と共同して行う業務若しくは地方公共団体の事務若しくは事業を補完し

若しくは支援すると認められる業務であってその実施により地方公共団体の事務若しくは

事業の効率的若しくは効果的な実施が図られると認められるものである場合又はこれらの

業務が派遣先団体の主たる業務である場合には、地方公共団体は、前項の規定にかかわらず、

派遣職員に対して、その職員派遣の期間中、条例で定めるところにより、給与を支給するこ

とができる。
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（派遣職員に関する地方公務員等共済組合法 の特例）

第七条  派遣職員に対する地方公務員等共済組合法 （昭和三十七年法律第百五十二号）

の規定の適用については、派遣先団体の業務を公務とみなす。

２  派遣職員は、地方公務員等共済組合法第三十九条第三項 の規定にかかわらず、引き

続き職員派遣をされた日の前日において所属していた地方公務員共済組合（同法第三条第

一項 に規定する地方公務員共済組合をいう。）の組合員であるものとする。

３  派遣職員に関する地方公務員等共済組合法 の規定の適用については、同法第百十三

条第二項 各号列記以外の部分中「地方公共団体（市町村立学校職員給与負担法 （昭和二十

三年法律第百三十五号）第一条 又は第二条 の規定により都道府県がその給与を負担する

者にあつては、都道府県。以下この条において同じ。）」とあるのは「公益的法人等への一般

職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成十二年法律第五十号）第二条第三項に規定する

派遣先団体（以下「派遣先団体」という。）」と、同項各号中「地方公共団体」とあり、並び

に同法第百十六条第一項中「地方公共団体の機関、特定地方独立行政法人又は職員団体」と

あり、及び「地方公共団体、特定地方独立行政法人又は職員団体（第三項において「地方公

共団体等」という。）」とあるのは「派遣先団体」と、同項中「第百十三条第二項（同条第六

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は同条第四項及び第五項並びに」とあ

るのは「第百十三条第二項及び」と、同条第三項中「第百十三条第四項第二号に掲げる費用

及び同条第五項に規定する費用（長期給付に係るものに限る。）並びに厚生年金保険法 」と

あるのは「厚生年金保険法 」と、「地方公共団体等」とあるのは「派遣先団体」とする。

（派遣職員に関する子ども・子育て支援法 の特例）

第八条  派遣職員に関する子ども・子育て支援法 （平成二十四年法律第六十五号）の規

定の適用については、派遣先団体を同法第六十九条第一項第三号 に規定する団体とみなす。

（派遣職員の復帰時等における処遇）

第九条  地方公共団体は、派遣職員が職務に復帰した場合における任用、給与等に関する

処遇及び職員派遣後職務に復帰した職員が退職した場合（派遣職員がその職員派遣の期間

中に退職した場合を含む。）の退職手当の取扱いについては、部内の職員との均衡を失する

ことのないよう、条例で定めるところにより必要な措置を講じ、又は適切な配慮をしなけれ

ばならない。

（特定法人の業務に従事するために退職した者の採用）

第十条  任命権者と特定法人（当該地方公共団体が出資している株式会社のうち、その業
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務の全部又は一部が地域の振興、住民の生活の向上その他公益の増進に寄与するとともに

当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するものであり、かつ、当該地方公共団

体がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要であるものとして条例で定める

ものをいう。以下同じ。）との間で締結された取決めに定められた内容に従って当該特定法

人の業務に従事するよう求める任命権者の要請に応じて職員（条例で定める職員を除く。）

が退職し、引き続き当該特定法人の役職員として在職した後、当該取決めで定める当該特定

法人において業務に従事すべき期間が満了した場合又はその者が当該特定法人の役職員の

地位を失った場合その他の条例で定める場合には、地方公務員法第十六条 各号（第三号を

除く。）の一に該当する場合（同条 の条例で定める場合を除く。）その他条例で定める場合

を除き、その者が退職した時就いていた職又はこれに相当する職に係る任命権者は、当該特

定法人の役職員としての在職に引き続き、その者を職員として採用するものとする。

２  前項の取決めにおいては、同項の要請に応じて退職し引き続き当該特定法人に在職

する者（以下「退職派遣者」という。）の当該特定法人における報酬その他の勤務条件並び

に当該特定法人において従事すべき業務及び業務に従事すべき期間、同項の規定による当

該退職派遣者の採用に関する事項その他当該退職派遣者が当該特定法人の業務に従事する

に当たって合意しておくべきものとして条例で定める事項を定めるものとする。

３  前項の規定により第一項の取決めで定める退職派遣者の特定法人において従事すべ

き業務は、当該特定法人の主たる業務が地域の振興、住民の生活の向上その他公益の増進に

寄与し、かつ、地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有すると認められる業務（以下

この項において「公益寄与業務」という。）である場合を除き、公益寄与業務を主たる内容

とするものでなければならない。

４  第二項の規定により第一項の取決めで定める退職派遣者の特定法人において業務に

従事すべき期間は、同項の要請に応じて退職をする日の翌日から起算して三年を超えない

範囲内で定めるものとする。

５  第一項の規定による採用については、地方公務員法第二十二条第一項 の規定は、適

用しない。

（退職派遣者に関する地方公務員等共済組合法 の特例）

第十一条  特定法人又は退職派遣者は、地方公務員等共済組合法第百四十条第一項 に規

定する公庫等又は公庫等職員とみなして、それぞれ同条 （第三項を除く。）の規定を適用す

る。この場合において、同条第一項 中「役員及び常時勤務に服することを要しない者」と

あるのは「常時勤務に服することを要しない者」と、「退職した場合（政令で定める場合を
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除く。）」とあるのは「退職した場合」と、同条第二項第一号 中「五年」とあるのは「三年」

とする。

（退職派遣者の採用時における処遇等）

第十二条  地方公共団体は、退職派遣者が第十条第一項の規定により職員として採用さ

れた場合における任用、給与等に関する処遇及び同項の規定により採用された職員が退職

した場合の退職手当の取扱いについては、部内の職員との均衡を失することのないよう、条

例で定めるところにより必要な措置を講じ、又は適切な配慮をしなければならない。

２  第十条第一項の規定により採用された職員（同項の規定によりかつて採用されたこ

とのある職員を含む。）に対する地方公務員法第二十九条 の規定の適用については、同条第

二項 中「又は」とあるのは「若しくは」と、「使用される者」とあるのは「使用される者又

は公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成十二年法律第五十号）

第十条第二項に規定する退職派遣者」と、「在職した後、引き続いて当該退職を前提として」

とあるのは「在職した後、引き続いて当該退職を前提として又は同条第一項の規定に基づい

て」とする。
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川崎市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

（平成 14年３月 28日条例第２号）

（趣旨）

第１条 この条例は、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成 12
年法律第 50号。以下「法」という。）第２条第１項及び第３項、第５条第１項、第６条第２
項、第９条、第 10 条第１項及び第２項並びに第 12 条第１項の規定に基づき、公益的法人
等への職員の派遣等に関し必要な事項を定めるものとする。

（職員の派遣）

第２条 任命権者は、法第２条第１項各号に掲げる団体のうち、次の各号のいずれかに該当

するものとして人事委員会規則で定めるもの（以下「団体」という。）との間の取決めに基

づき、当該団体の業務にその役職員として専ら従事させるため、職員（次項に定める職員を

除く。以下この項において同じ。）を派遣することができる。

(１) 市が基本金その他これに準ずるもの（以下「基本金等」という。）の２分の１以上を出
資しているもの

(２) 市が基本金等を出資しているもの（前号に該当するものを除く。）のうち、次のいずれ
かに該当するもの

ア 職員を派遣することにより、市の施策が効率的又は効果的に推進されるもの

イ 職員の専門的知識を活用すること等により、運営が円滑に行われるもの

(３) 市が基本金等を出資していないものであって市の事務又は事業を補完し、支援する等
の業務を行っているもののうち、前号ア又はイに該当するもの

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員（地方公務
員法（昭和 25年法律第 261号）第 28条の４第１項、第 28条の５第１項又は第 28条の６
第１項若しくは第２項の規定により採用された職員を除く。）

(２) 非常勤職員
(３) 地方公務員法第 22 条第１項に規定する条件附採用になっている職員（人事委員会規
則で定める職員を除く。）

(４) 川崎市職員の定年等に関する条例（昭和 59年川崎市条例第 38号）第４条第１項の規
定により引き続いて勤務させることとされ、又は同条第２項の規定により期限を延長する

こととされている職員

(５) 地方公務員法第 28条第２項各号若しくは川崎市職員の分限に関する条例（昭和 26年
川崎市条例第 45号）第１条の２各号のいずれかに掲げる事由に該当して休職にされ、又は
同法第 29条第１項各号のいずれかに掲げる事由に該当して停職にされている職員その他の
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同法第 35条に規定する法律又は条例の特別の定めに基づき職務に専念する義務を免除され
ている職員

３ 法第２条第３項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 第１項の規定による職員の派遣（以下「職員派遣」という。）に係る職員の職員派遣を
受ける団体（以下「派遣先団体」という。）における福利厚生に関する事項

(２) 職員派遣に係る職員の派遣先団体における業務の従事の状況の連絡に関する事項

（派遣職員の職務への復帰）

第３条 法第５条第１項に規定する条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

(１) 職員派遣をされた職員（以下「派遣職員」という。）が派遣先団体の役職員の地位を失
った場合

(２) 派遣職員の職員派遣が法又はこの条例の規定に適合しなくなった場合
(３) 前条第１項に規定する取決めに反することとなった場合
(４) 派遣職員が地方公務員法第 28 条第１項第２号又は第３号に該当することとなった場
合

(５) 派遣職員が地方公務員法第 28 条第２項各号のいずれかに該当することとなった場合
又は水難、火災その他の災害により生死不明若しくは所在不明となった場合

(６) 派遣職員が地方公務員法第 29 条第１項第１号又は第３号に該当することとなった場
合

（派遣職員の給与）

第４条 派遣職員（企業職員（地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和 27年法律第
289 号）第３条第４号の職員をいう。以下同じ。）である派遣職員を除く。第６条において
同じ。）のうち、法第６条第２項に規定する業務に従事するものには、その職員派遣の期間

中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当のそれぞれ 100 分の
100以内を支給することができる。

（職務に復帰した職員に関する川崎市職員の給与に関する条例の特例等）

第５条 職員派遣後職務に復帰した職員（企業職員である職員を除く。）に関する川崎市職

員の給与に関する条例（昭和 32年川崎市条例第 29号）第 19条の２の規定の適用について
は、派遣先団体において就いていた業務（当該業務に係る労働者災害補償保険法（昭和 22
年法律第 50 号）第７条第２項に規定する通勤を含む。次項において同じ。）を公務とみな
す。

２ 職員派遣後職務に復帰した職員に関する川崎市職員の公務災害補償等の付加給付に関
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する条例（昭和 42 年川崎市条例第 36 号）の適用については、派遣先団体において就いて
いた業務を公務とみなす。

（派遣職員の復帰時等における処遇）

第６条 派遣職員が職務に復帰した場合におけるその者の職務の級及び号給については、

他の職員（企業職員である職員を除く。）との均衡上必要と認められる範囲内において、人

事委員会規則で定めるところにより、必要な調整を行うことができる。

２ 派遣職員が職務に復帰した場合において、その職員派遣の期間中に川崎市職員の育児

休業等に関する条例（平成４年川崎市条例第２号）第７条に規定する勤務した期間（同条第

１項にあっては、同項に規定する規則で定める期間を含む。以下同じ。）に相当する期間が

あるときは、当該相当する期間を同条に規定する勤務した期間とみなす。

（職務に復帰した職員等に関する川崎市職員退職手当支給条例の特例）

第７条 職員派遣後職務に復帰した職員が退職した場合（派遣職員がその職員派遣の期間

中に退職した場合を含む。）における川崎市職員退職手当支給条例（昭和 23 年川崎市条例
第 73号。以下「退職手当支給条例」という。）の規定の適用については、派遣先団体の業務
に係る業務上の傷病又は死亡は退職手当支給条例第５条第２項及び第５条の４第１項に規

定する公務上の傷病又は死亡と、当該業務に係る労働者災害補償保険法第７条第２項に規

定する通勤による傷病又は死亡は退職手当支給条例第５条第１項、第５条の３、第５条の４

第１項及び第５条の５に規定する通勤による傷病又は死亡とみなす。

２ 派遣職員に関する退職手当支給条例第５条の４第１項及び第 10条第１項第３号の規定
の適用については、職員派遣の期間（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律（平成３年法律第 76号）に規定する育児休業の期間及び派遣先団体の
就業規則その他これに準ずるものに定められている短時間勤務で地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第 110号）第 10条第１項に規定する育児短時間勤務に相当す
るものの期間を除く。）は、退職手当支給条例第５条の４第１項に規定する現実に職務に従

事することを要しない期間には該当しないものとみなす。

３ 前項の規定は、派遣職員が派遣先団体から所得税法（昭和 40年法律第 33号）第 30条
第１項に規定する退職手当等（同法第 31条の規定により退職手当等とみなされるものを含
む。）の支払を受けた場合には、適用しない。

４ 派遣職員がその職員派遣の期間中に退職した場合に支給する退職手当支給条例の規定

による退職手当の算定の基礎となる給料月額については、他の職員との均衡上必要と認め
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られるときは、前条第１項の規定（企業職員にあっては、企業職員の給与に関する定め）の

例により、その額を調整することができる。

（企業職員である派遣職員の給与の種類）

第８条 企業職員である派遣職員のうち、法第６条第２項に規定する業務に従事するもの

には、その職員派遣の期間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当を支給す

ることができる。

（報告）

第９条 任命権者は、人事委員会規則で定めるところにより、派遣職員の派遣先団体におけ

る処遇の状況等及び職員派遣後職務に復帰した職員の処遇の状況等を人事委員会に報告し

なければならない。

（法第 10条第１項に規定する条例で定める法人）
第 10 条 法第 10 条第１項に規定する条例で定める株式会社（以下「特定法人」という。）
は、第２条第１項第１号又は第２号に掲げるものに準ずるもののうち、その業務の全部又は

一部が地域の振興、市民生活の向上その他公益の増進に寄与するものとして人事委員会規

則で定めるものとする。

（法第 10条第１項に規定する条例で定める職員）
第 11 条 法第 10 条第１項に規定する条例で定める職員は、第２条第２項各号に掲げる職
員とする。

（法第 10条第１項に規定するその他の条例で定める場合）
第 12 条 法第 10 条第１項に規定するその他の条例で定める場合は、次に掲げる場合とす
る。

(１) 法第 10条第２項に規定する退職派遣者（以下「退職派遣者」という。）が特定法人の
役職員の地位を失った場合

(２) 次に掲げる場合であって、退職派遣者を引き続き特定法人の役職員として在職させる
ことができないか又は適当でないと認められる場合

ア 退職派遣者の特定法人の業務への従事が法又はこの条例の規定に適合しなくなった場

合

イ 法第 10条第１項の規定により締結された取決めに反することとなった場合
ウ 退職派遣者が心身の故障のため、業務の遂行に支障があり、若しくはこれに堪えない場

合又は長期の休養を要する場合

エ 退職派遣者が刑事事件に関し起訴された場合
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(３) 公務上の必要等のために当該退職派遣者を職員として採用することが必要と認めら
れる場合

（法第 10条第１項に規定するその他条例で定める場合）
第 13 条 法第 10 条第１項に規定するその他条例で定める場合は、退職派遣者が特定法人
の業務に従事すべき期間に、刑法（明治 40 年法律第 45 号）その他の法令の規定に違反し
た場合であって、当該退職派遣者が引き続き職員として在職したものとみなしたならば、地

方公務員法第 29 条の規定による懲戒免職の処分を行うことが適当と認められる場合とす
る。

（法第 10条第２項に規定する条例で定める事項）
第 14条 法第 10条第２項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。
(１) 法第 10 条第１項に規定する要請に係る職員の特定法人における福利厚生に関する事
項

(２) 前号に規定する職員の特定法人における業務の従事の状況の連絡に関する事項

（採用された職員に関する川崎市職員の給与に関する条例の特例等）

第 15 条 法第 10 条第１項の規定により採用された職員（企業職員である職員を除く。次
条において同じ。）に関する川崎市職員の給与に関する条例第 19 条の２の規定の適用につ
いては、特定法人において就いていた業務（当該業務に係る労働者災害補償保険法第７条第

２項に規定する通勤を含む。）を公務とみなす。

２ 第５条第２項の規定は、法第 10条第１項の規定により採用された職員について準用す
る。

（退職派遣者の採用時等における処遇）

第 16 条 退職派遣者が法第 10条第１項の規定により職員として採用された場合における
その者の職務の級及び号給については、他の職員との均衡上必要と認められる範囲内にお

いて、人事委員会規則で定めるところにより、必要な調整を行うことができる。

２ 退職派遣者が法第 10条第１項の規定により職員として採用された場合において、特定
法人の業務に従事していた期間中に川崎市職員の育児休業等に関する条例第７条に規定す

る勤務した期間に相当する期間があるときは、当該相当する期間を同条に規定する勤務し

た期間とみなす。
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（採用された職員に関する退職手当支給条例の特例）

第 17 条 法第 10 条第１項の規定により採用された職員に関する退職手当支給条例の規定
の適用については、特定法人の業務に係る業務上の傷病又は死亡は退職手当支給条例第５

条第２項及び第５条の４第１項に規定する公務上の傷病又は死亡と、当該業務に係る労働

者災害補償保険法第７条第２項に規定する通勤による傷病又は死亡は退職手当支給条例第

５条第１項、第５条の３、第５条の４第１項及び第５条の５に規定する通勤による傷病又は

死亡とみなす。

第 18 条 職員が、法第 10 条第１項の規定により、任命権者の要請に応じ引き続いて特定
法人（退職手当（これに相当する給与を含む。以下この項において同じ。）に関する規程に

おいて、職員が任命権者の要請に応じ退職手当を支給されないで引き続いて当該特定法人

に使用される者（役員を含む。以下この項において同じ。）となった場合に、職員としての

勤続期間を当該特定法人に使用される者としての勤続期間に通算することと定めているも

のに限る。）に使用される者（以下「特定法人役職員」という。）となるため退職し、かつ、

引き続き特定法人役職員として在職した後引き続いて職員として採用された場合における

その者の退職手当支給条例第 10条第１項の規定による在職期間の計算については、先の職
員としての在職期間の始期から後の職員としての在職期間の終期までの期間は、職員とし

ての引き続いた在職期間とみなす。

２ 前項の場合における特定法人役職員としての在職期間については、退職手当支給条例

第 10条の規定を準用して計算する。

３ 法第 10条第１項の規定により退職し、引き続いて特定法人役職員となった場合におい
ては、規則で定める場合を除き、退職手当支給条例の規定による退職手当は、支給しない。

（報告）

第 19条 任命権者は、人事委員会規則で定めるところにより、退職派遣者の特定法人にお
ける処遇の状況等及び退職派遣者が法第 10条第１項の規定により職員として採用された場
合における処遇の状況等を人事委員会に報告しなければならない。
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